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1 はじめに

地域における住民主体の生活課題への取り組みは，これまでも介護保険制
度下における地域包括ケアシステムの推進や中山間地域における持続可能な
地域づくりを行う地域創生施策，また従来から地域の互助や地縁，機能的組
織等が独自に行ってきた取り組み等がある。住民主体による生活支援サービ
スの供給により課題解決を図る体制を地域において構築する際には，まず各
施策の関係や既存の仕組みを再考し，既存制度の整理や活用の検討を行う必
要がある。それとともに，地域のニーズ調査等により具体的な課題の可視化，
地域資源の把握やシーズ調査等による地域資源の可視化を行い，新たに創設
が必要なサービスの発見といった地域資源アセスメントを行い，地域に即し
た住民主体の生活支援サービスの供給体制の構築が求められる。
生活支援サービスの供給体制に関する先行研究には，サービス拡充におけ

る地域福祉計画等との連動の必要性を指摘した研究（大藪（2018）），供給主
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1 本稿における「生活支援サービス」とは，既存の公的サービスでは対応できないが，
地域のなかで自立しながら生きがいをもって人間らしい文化的な生活を営む上で，個々
人（世帯）の家族構成状況といった環境や嗜好等により求められる軽度な行為を供給す
るサービスとする（萱沼・益村（2018），p．12）。
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体としての自治会互助活動の現状分析（高井他（2018））や，自治会等の住
民組織の役割や課題の考察（星（2015））等があるが，住民主体のサービス
供給体制の構築過程に関する研究は少ない現状にある。
そこで，本研究では，住民主体による生活支援サービスの供給にかかる各

施策の関係や既存の仕組みを整理し，システム化が進行している介護保険制
度下の地域包括ケアシステム構築の取り組み事例を参考に，地方の政令指定
都市における住民主体の生活支援サービスの供給体制づくりのあり方につい
て考察する。
本研究では，まず，住民主体による生活支援サービスの供給にかかる国お

よびＡ市の施策の動向を資料調査により明らかにし，各施策の関係を整理す
る。次に，Ａ市における住民主体による生活支援サービスの基盤整備の現状
を資料等により明らかにし，Ａ市の介護保険制度下の地域包括ケアシステム
構築にかかる事業との関係から住民主体による生活支援サービスを供給する
体制づくりについて考察を行う。

2 生活支援サービス供給にかかる政策動向

2‐1 国の政策動向
2‐1‐1 福祉分野施策における生活支援サービス
介護保険施策では，団塊世代が後期高齢者となる2025年を目途に地域包括

ケアシステムを構築するための地域づくりが進められてきた。2015年4月に
施行された新設サービス「介護予防・日常生活支援総合事業」（以下，「総合
事業」という。）では，生活支援サービスの充実・強化や，高齢者の社会参
加，住民主体の支え合い体制づくり等を図るため，既存のサービスの一部を
新たな資源を活用する総合事業への組み込みを行うことが示された。それに
より，これまで全国一律基準のもとに実施されていた予防給付のうち生活支
援サービスも含む訪問介護と通所介護について，市町村が地域の実情に応じ
た取り組みができる介護保険制度の地域支援事業へ2017年度末までに移行す
るとされた2。そして，総合事業では助成できないものの，地域の資源とし
て運営上，財政支援が必要とされるものについては，任意事業として市町村

156
地域運営組織創設からみる生活支援サービス供給体制構築の可能性



単独事業を実施することとなった。総合事業への移行に際しては，地域内の
生活支援ニーズおよび既存の地域資源を把握することが求められる3。把握
した生活支援ニーズのうち，対応する既存のサービス事業があるものに関し
ては総合事業に移行し，充足されてないニーズに関してはそれに対応する資
源を特定し，地域内に対応するサービス事業がない場合は開発（新たなサー
ビスの創設）を要する。このような地域資源の把握・整理・開発については，
生活支援体制整備事業が実施されることとなった。これらの過程のうち，生
活支援ニーズを把握し，既存の事業の整理・確認・選定および必要なサービ
スの認知・開発を行うことを地域資源のアセスメントという。
「改正介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」（以下「改正ガイ
ドライン」という。）4では，新たなサービスの創設に関し，第1層及び第2
層の生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）（以下，「コーディネー
ター」という。」5が，地域の生活支援サービスのニーズおよび既存の資源を
協議体6等と協議を通じて把握するなかで，不足するサービスを明らかにし，
新たな組織の設立を支援する開発活動を行うとされている。

2 地域支援事業の財源構成は給付と同じく，国，都道府県，市町村，1号保険料，2号
保険料で構成される。
3 ここでいう「地域資源」とは，地域内にある「支援に活用できるヒト，モノ，財源，
情報」といった社会資源をいい，生活支援サービスにおいては，利用できるサービスや
活動，連携する団体や組織，協働する人材等がある。
4 厚生労働省（2017）「「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」の
一部改正について」（老発0628第9号，2017年6月28日発）をいう。
5 生活支援コーディネーター（以下，「コーディネーター」という。）とは，高齢者の生
活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的とし，地域において，
生活支援・介護予防サービスにかかる資源開発やネット―ワーク構築等提供体制の構築
に向けたコーディネート機能を担う者をいう（厚生労働省（2017））。また，コーディネー
ターの役割を第1層，第2層，第3層に区分しており，それぞれ，第1層は市町村全域
を，第2層は日常生活圏域（中学校区域等）を対象に，生活支援の担い手の養成やサー
ビスの開発等の資源開発，関係者のネットワーク化の推進，地域の支援ニーズとサービ
ス提供主体のマッチング等を主たる役割とし，第3層のコーディネーターは，サービス
提供主体に置かれ，当該サービス提供主体での利用者と提供者のマッチングを行う役割
を担うとされる（厚生労働省（2017））。
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また，国の地域福祉施策においては，「誰もが支え合う地域の構築に向け
た福祉サービスの実現‐新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン‐」（以
下，「福祉ビジョン」という。）に基づき，従来型の制度ごとのサービス提供
ではない「全世代・全対象型地域包括支援体制」を進めている7。そして，「ニッ
ポン一億総活躍プラン」に提唱された地域共生社会の実現に向けた検討をよ
り推進するため，「我が事・丸ごと」の地域づくりを推進してきた8。これら
は，従来の地域福祉施策の枠を超え，各省庁，多機関，多職種にわたる総合
的なまちづくりの方向性を示しているといえる。そして，新たな福祉ビジョ
ンを受け，2016年度より総合的な相談支援体制を構築するとともに，ボラン
ティア等とも協働し，地域に不足する新たな社会資源を創出する等の取り組
みをモデル的に実施するため，多機関の協働による包括的支援体制構築事業
が開始された。次いで，2017年度より住民が主体的に地域課題を把握して解
決を試みる体制づくりを支援する事業が実施されている。これらの取り組み
のなかで，ボランティア等と協働した新たな社会資源の創出において，各既
存制度の対象とならない単身世帯の見守りや買い物支援，地域交流といった
生活支援サービスを地域内に創出し，その担い手としてボランティア等によ
る地域住民の参画の促進が示された9。
その後，第193回国会（常会）にて「地域包括ケアシステムの強化のため

の介護保険法等の一部を改正する法律」（「地域包括ケア強化法案」）が2017
年6月2日に成立した。同法では，「我が事・丸ごと」の地域福祉推進の理
念として，「支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生
活課題について，住民や福祉関係者による把握および関係機関との連携等に
よる解決が図られることを目指す」ことが明記され，同理念を実現するため，
市町村が包括的な支援体制づくりに努めることを規定している。

6「協議体」とは，市町村が主体となり，各地域におけるコーディネーターと生活支援・
介護予防サービスの提供主体等が参画し，定期的な情報共有及び連携強化の場として，
中核となるネットワークをいう（厚生労働省（2017））。
7 厚生労働省（2015）。
8 厚生労働省（2016a）。
9 厚生労働省（2016b）。
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現在は，2025年を見据えた地域包括ケアシステムの構築に加え，さらに第
2次ベビーブーム世代（1971年～1974年生まれ）が全員65歳以上の高齢者に
なる2040年に向け，さらなる介護需要の増加や多様化，保険者毎の介護ニー
ズ差に対応する介護サービス提供体制整備や地域特性に応じた取り組みを推
進するための法改正や取り組みが推進されている。

2‐1‐2 地方創生施策における生活支援サービス
2014年5月に民間機関である「日本創成会議・人口減少問題検討分科会」
（通称：増田レポート）は，今後の日本における人口移動の影響を加味した
推計を行った結果，2040年には全国896の市区町村が「消滅可能性都市」に
該当するという指摘を行った。このような人口減少に関する危機感の高まり
を受け，国は「まち・ひと・しごと創生法」を制定し，各地域が特性を活か
した取り組みにより，自律的・持続的な社会の創生を図るよう施策を講じた。
これを受け，市町村は「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定を
行っている。
「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015改訂版）」において，「持続可能
な地域をつくるため，「地域デザイン」（今後もその集落で暮らすために必要
な，自ら動くための見取り図）に基づき，地域住民自らが主体となって，地
域住民や地元事業体の話し合いの下，それぞれの役割を明確にしながら，生
活サービスの提供や域外からの収入確保などの地域課題の解決に向けた事業
等について，多機能型の取組を持続的に行うための組織」として「地域運営
組織」が地域の生活支援サービス等を提供する一組織と定義づけられている。
また，総務省は，地域課題の解決に向けた多機能型の取り組みを行うための
組織形成が必要であるとし，地域創生施策の一環として地域運営組織化の取
り組みを推進している。総務省は「地域運営組織」を「地域の暮らしを守る
ため，地域で暮らす人々が中心となって形成され，地域内の様々な関係主体
が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき，地域課題の解決に向
けた取組を持続的に実践する組織」と定義し，全国調査を行っている10。

10 総務省地域力創造グループ振興室（2024）。
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総務省の調査によると11，全国での地域運営組織の設置数は2023年度で874
市町村において7，710団体となっている。地域運営組織の形成数は総務省調
査が開始された2016年度の3，071団体から2倍に増加しているが，地域運営
組織が形成されている市区町村数は2016年度の609市町村からあまり増加し
ておらず，全国の市町村数の約半分となっている。また，地域運営組織の有
無を都市分類別にみると，中核市が83．9％と最も多く，一般市や政令指定都
市等が6割を超える一方，特別区（26．1％）や町村（34．7％）は少ない。
地域運営組織が生活支援サービスの供給を行っている事例の一つに2004年

に設立された秋田県横手市の秋田県南NPOセンター（以下，「センター」
という。）がある。同センターの所在する地域では，毎年，雪下ろし中の事
故により20人前後が亡くなるといったことが地域課題となっていた。そこで，
同センターが中心となり，高齢者等の世帯を対象に雪下ろし等のサービスを
業者の料金よりも安価な「支え合い・助け合い価格」で提供する「共助組織」
を結成した。現在，市内4地区の共助組織において，地域住民の有志による
「地域のおたすけ隊」が実働部隊として，高齢者世帯の屋根の雪下ろしや買
い物支援，見守り等の生活支援サービスを有償ボランティアで実施している12。
先述の地域包括ケアシステムと地方創成施策で進められている地域運営組

織化施策との関係性についての考察は必要であるものの，当該施策で推進さ
れている地域運営組織化のあり様は中山間地域に限らず，各地域においても
有用であると考える。

2‐1‐3 生活支援サービス創出支援にかかる施策
2016年9月に公正取引委員会にて公表された「介護分野に関する調査報告
書」では，保険サービスと保険外サービスを組み合わせた給付（いわゆる「選
択的介護（混合介護）」）の規制緩和を認める見解が示された。その後，2018
年に厚生労働省は，混合介護に関して訪問介護と通所介護のルールを整理し
た通知（「介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する場合

11 前掲書。
12 総務省地域力創造グループ振興室（2015），p．41。
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の取扱いについて」（2018年9月29日））を都道府県に対して発出した。これ
により混合介護の統一的なルールが整理された。混合介護が認められれば混
合介護の規制緩和の推進は保険給付費増加といった懸念もある一方，シル
バー市場における生活支援サービスの供給が拡大し，利便性や質の向上，事
業者の収益増加が期待される13。
そのほか，総務省の ICT政策では，「ICT超高齢社会構想会議」において

高齢者の自立・コミュニケーション支援や地域コミュニティの活性化を推進
するような ICT利活用の推進や，地域社会の課題解決に資する「地域社会
DX推進パッケージ事業」を実施している14。生活支援サービスの供給にお
いては，多様な地域資源の活用とサービスの担い手とサービス利用者のマッ
チング機能が重要となることから，効率的な運用を実施するためにも ICT
やAI の活用は重要となるため，当該分野でのモデル構築が望まれる。

2‐2 Ａ市の生活支援サービスにかかる政策動向
2‐2‐1 保健医療福祉施策の動向と生活支援サービス
Ａ市は2040年頃まで人口増加が続くと推計される総人口約161万人の政令

指定都市である15。2023年10月1日現在の高齢者人口割合（21．4％）は，全
国（29．1％）を下回り，全国平均と比べ若い年齢構成となっている16。しか
し，Ａ市も全国と同様に今後，高齢化が進展し，2040年には27．8％，2050年
には30．8％となると予測されており，なかでも後期高齢者の伸びが大きく，
団塊世代がすべて75歳以上となる2025年には，2015年時（14．3万人）の1．6
倍（22．8万人），2040年には2倍（28．4万人）になると推測される。また，

13 東京都豊島区は全国初の取り組みとして，混合介護を国の国家戦略特区制度を利用し
始める方針を固めて都と協議を進め，2017年度中に特区申請し，2018年度導入を目指し
ていた。その後，東京都及び豊島区は2018年8月から2021年3月まで選択的介護モデル
事業（介護保険サービスと保険外サービスを組み合わせて提供する試行事業）を実施し
た（東京都・豊島区（2021）『選択的介護モデル事業 報告書（2021年3月）』）。
14 総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp）。
15 福岡市（2023a）。
16 総務省（2023b）。
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世帯数は増加し，2015年頃には単独世帯数が2人以上世帯数を超え，2050年
には全世帯のうち65．9％を占め，1世帯あたり人員は1．42人となる。特に後
期高齢者の単独世帯は，2015年（3．8万世帯）から約3倍（11．1万世帯）へ
と急増することが推計されている17。同市は九州各県および若い世代の転入
が多く，全国的にも住民の入れ替わりが多いという特徴を有しており，この
ような人の動きを踏まえた施策が求められる18。
上述のような人口動向のもと，Ａ市における保健医療福祉施策は2021年8

月に改定された『Ａ市保健医療総合計画』に示されており，団塊ジュニア世
代全員が65歳以上を迎える2040年を見据え，「地域共生社会の実現」及び「2040
年のあるべき姿」を実現するための基本的方針の一つに，従来型の年齢など
を条件に一律に「支えられる側」と「支えられる側」に区分する仕組みから，
個々人の属性にかかわらず，誰もが意欲や能力に応じて生きがいを持ちなが
ら担い手として活躍でき，支援が必要な人を社会全体で支え合うことができ
る「支え合う福祉」に重点を置いた施策を推進するとしている。そして，こ
の理念を早期に実現するための具体的なアクション戦略が必要であるとし，
「Ａ市健康先進都市戦略」を2017年9月に打ち出した。「Ａ市健康先進都市
戦略」では，人生100年時代の健寿社会モデルを創設するとし，「個人」と「社
会」の幸せの両立を図る仕組みが目指されており，それを実現するための100
プラン（「Ａ100」）をあげ取り組んでいる19。そして，同戦略では，7つの柱
を示しており，その一つに「制度やサービスの垣根を超えるまち」をあげ，
要支援者と支援者の情報を統合するインフラ整備を行うとし，地域包括ケア
情報プラットフォームの構築を行うとしている。地域包括ケア情報プラット
フォームとは，行政の保有する多様なデータを集約し，地域包括ケアシステ
ムにかかるニーズ分析を行うとともに，情報共有による在宅医療・介護関係
者間の切れ目のない連携を実現するための情報通信基盤をいう。その取り組
みの一つに「生活サービス情報の集約」をあげており，医療機関，介護施設，
高齢者住宅，民間企業やNPO法人等機能的組織が提供する生活支援サービ

17 福岡市（2024b）。
18 総務省（2023b）。
19 福岡市（2017），福岡市「福岡100」（https://100.city.fukuoka.lg.jp/）。
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ス等の情報を集約し，市民生活に必要となる地域資源の情報をだれもが容易
にアクセスできる環境づくりを推進するとしている。また，「多世代がつな
がり合い活躍するまち」として，コミュニティでの多世代交流・共働ネット
ワークづくりをあげ，現役世代や高齢者世代等地域に住まう多世代の人々が
社会参加活動や就業を通じて参画し，地域課題に取り組むコミュニティを目
指す取り組みを示している。
地域における生活支援サービス施策の推進については，国の高齢者福祉に

おける介護保険制度政策の地域包括ケアシステムの構築のなかで進められて
おり，Ａ市においても現在，第4期「Ａ市地域包括ケアアクションプラン2021
‐2026」（以下，「アクションプラン」という。）を掲げ，取り組みが行われて
いる。このプランは，同市の介護保険事業計画と調和を図りながら推進され
るものとなっている。
アクションプランでは，第3期（2018‐2020年）から現行の第4期にわた

る重点テーマの一つに「介護・予防・生活支援の重層的な確保」を掲げ，2014
年改正介護保険法で制度的に位置づけられた高齢者個人に対する支援の充実
とそれを支える社会基盤の整備を同時に推進するための地域ケア会議体制の
構築・実施や，生活支援コーディネーターの配置等をすすめている。生活支
援サービスに関する取り組みの方向性としては，多様な生活支援等のサービ
ス提供と情報発信として，「生活支援ニーズや実態把握等エビデンスの整理
と活用」，「生活支援サービス等に関する多様な主体のコーディネート機能の
構築」，「様々な主体による多様なサービスの創出，担い手の養成，仕組づく
り」，「買い物等支援，運転免許返納者への支援の拡充，生活交通の確保」，「災
害時における医療・介護・生活支援面からの高齢者支援」等を示している20。
介護保険事業計画では生活支援体制の整備を進めており，NPO法人やボ

ランティアの育成，地域組織等の活動支援の重要性をあげ，支援体制を構築
するため生活支援コーディネーターを地域包括支援センター及び各区社会福
祉協議会事務所に配置するとし，2016年度からモデル事業を実施し，2021年
に全市・全圏域への配置を整えた。また，2019年度から2020年度に買い物支

20 福岡市地域包括ケアシステム推進会議（2021）。
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援推進員を設置し，地域と買い物支援に取り組む企業等のマッチングを行う
買い物支援の仕組みの構築に取り組んでいる。施策の方向性として，生活支
援・介護予防サービスの整備を進めるとともに，社会福祉協議会，地域包括
センター等が連携し，多様な主体による多様な支援の充実を図ることを示し
ている21。
同市の介護予防・生活支援サービス事業の実施状況をみると，要支援者等

に対して，専門職によるサービスを必要とする人を対象とした，従来の訪問
介護・通所介護と同等である介護予防の利用者が多い一方，専門職による
サービスを必要としない人を対象とした，従来の訪問介護・通所介護よりも
割安で利用できる生活支援型サービスの利用者は少なく，普及が進んでいな
い22。また，有償・無償のボランティア等により提供される住民主体による
生活支援は事業としては現在，実施されていない。これに準ずる活動として，
地域住民が中心となり有償ボランティアが生活援助を行う社会福祉協議会に
よる「ご近所お助け隊支援事業」等があるが，地域の社会資源等の違いによ
りサービス供給の有無を含めて差が生じている。
市内在住の高齢者のニーズを実態調査からみると，在宅サービス利用者お

よび在宅サービス未利用者ともに在宅生活上の困りごとや在宅生活を続ける
ために必要が高いサービスとして，夜間や緊急時の不安を解消するサービス
に対するニーズがもっとも高くなっているが，在宅サービス利用者では食料
品や日用品の買い物支援，昼間の見守りサービス，未利用者では近隣との交
流もニーズとしてあがっており，地域での支援充実の必要性がうかがえる23。
生活支援コーディネーターがすべての地域に完備されたことを踏まえ，今後，
地域住民が中心となって生活支援サービスを供給する体制も構築し，地域の
実情に応じた多様な生活支援サービスの供給体制を整えていくことが望まれ
る。

21 福岡市（2023b）。
222023年の介護予防型訪問サービス受給者6，359人，生活支援型訪問サービス受給者329
人，介護予防型通所サービス受給者7，134人，生活支援型通所サービス受給者26人，と
なっている（福岡市（2024a））。
23 福岡市福祉局（2023）。
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なお，在宅生活を継続させるニーズの一つである「食」に関する支援につ
いて，同市は配食サービス事業を2017年度から民間事業者の参入等を踏まえ
一部を除き行われなくなった。一方，「Ａ100」採択プロジェクトの一つとし
て，オンラインによる民間の宅配サービスの普及・利用促進に向けた課題分
析を行う共同事業の取り組みを2024年から実施し，時代に即した買い物支援
に取り組んでいる。

2‐2‐2 地域福祉政策と生活支援サービス
Ａ市は行政単位を7つの区に区分しており，各区に，区役所や保健福祉セ

ンター，区社会福祉協議会，老人福祉センター等を設置している。地域内の
福祉活動にかかわる組織等の状況をみると，おおむね中学校区を単位に日常
生活圏域とし24，高齢者の地域における相談窓口となる地域包括支援センター
が設置され，比較的広域にわたり専門的な支援を行っている。そして，小学
校区を単位に，自治協議会や校区社会福祉協議会（以下，「校区社協」とい
う。）といった住民団体が組織され，各校区には公民館や老人いこいの家が
設置されている。公民館や老人いこいの家は，校区における市民福祉の拠点
施設として活用されている。すべての小学校区に公民館が設置されているの
がＡ市の特徴である。さらに，実際の地域福祉活動の活動基盤となる住民自
治の基本単位として，自治会・町内会（全市で約2，300）があり，地域によっ
ては地域独自の集会所等を有する組織もある。そして，最も身近な生活圏域
として回覧板等が回る単位では，20世帯規模で構成される隣組や班がある。
Ａ市では一般的に地域コミュニティや地域という場合，小学校区の自治会協
議会を示す場合が多く，住民自治活動の中核を担っている。そして，身近な
地域福祉活動は，自治会・町内会や隣組・班の単位で行われる25。
Ａ市では，地域活動を支援するため多様な地域支援策を実施しており，生

活支援サービス体制構築に活用できる取り組みがある（図表1）。図表1の
①は既存の生活支援事業である。このうち，社会福祉協議会が実施している

2430分以内に必要な在宅サービスが提供される圏域（福岡市（2021）），p．76）。
25 福岡市（2021）。
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図表1 生活支援サービス体制構築に活用できる地域づくりにかかる主な事業（Ａ市）

資料：福岡市（2021），福岡市ホームページ「福岡市のさまざまな地域支援施策（施策一覧・主な施策）」「地
域支援施策一覧」（https://www.city.fukuoka.lg.jp/shimin/community/life/shisaku.html）。

シニア地域サポーター養成事業
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生活支援ボランティアグループ支援「ご近所お助け隊支援事業」はごみ出し
や買い物支援等の生活支援サービスの実施を目的に結成された生活支援ボラ
ンティアグループに対して立ち上げ費用や運営費用の支援を実施するもので，
地域内の生活支援サービス供給主体の創出に際し，活用が期待される。しか
しながら，2023年度の助成対象団体数は6団体と2021年の23団体から17団体
減少していることから今後の運用に課題が見られる。②はサービスの担い手
の発掘や育成等に活用できる事業である。例えば，地域コミュニティの多く
が抱える問題として，地域の担い手不足が挙げられるが，②のうち，「公民
館主催事業」（地域の担い手パワーアップ事業）は，各公民館が地域の実情
に応じ，地域の担い手を育成するための取り組みを行うものとなっている。
③はすでに実施されている事業であり，生活支援サービスを提供する際に活
用可能な事業といえる。このうち，「介護支援ボランティア事業」は，現行
では指定の介護施設等での活動に限定されているが，地域での生活支援サー
ビス供給にも活動範囲の拡充が認められれば，より多くのニーズに対応する
ことが可能となろう。④は生活支援サービスを提供する運営組織を形成・運
用等する際に活用できる事業である。「校区ビジョンの策定支援」や「校区
福祉のまちづくりプラン」等において生活支援サービスにかかる地域課題を
共有・明確化し，「町内活動支援事業」や「共創による地域づくりアドバイ
ザー派遣制度」を活用し，具体的な生活支援サービスを供給するための組織
体制をつくったり，「社会貢献型空き家バンク事業」や「地域集会施設建設
等助成」で運営組織の活動拠点を整えたりすることが想定される。また，自
治会・町内会活動への参加や交流を促したりするための「町内会活動支援事
業補助金」は，住民同士の交流事業の実施に取り組む自治会・町内会を支援
している。この事業を通じて多世代の住民が町内活動を通じて地域活動に参
画することが促進され，活動内容によっては生活支援サービスの供給につな
げることができよう。そして，⑤は生活支援サービスと連携し，地域での高
齢者の生活を支える事業といえる。
企業や法人，機能的組織と地域福祉のかかわりを，市による活動支援の状

況からみると，近年のボランティアグループ等の増加や，改正社会福祉法に
より，地域における公益活動が義務付けられた社会福祉法人，企業による
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CSR（社会貢献活動）の一環として地域活動に取り組む企業が増えるなか，
地域での役割が期待されている。Ａ市ではそれらの活動を支援し，地域活動
への参加を促進するため，社会福祉協議会により「社会福祉法人による地域
における公益的な取り組みに向けた協働」や「CSRセミナー」，「企業ボラ
ンティア育成事業」が実施されている。また，企業や福祉施設が保有するス
ペースを地域づくりの拠点に活用すべく，社会福祉協議会がコーディネート
を実施している。そのほか，地域団体が行っている地域活動を様々な形で応
援している企業や商店街等を「ふくおか共創パートナー企業」として登録を
行っており，2024年12月26日現在301団体が登録している26。そのうち，自治
協議会や自治会・町内会の活動に貢献した実績などを認められる団体を「地
域活動貢献企業」に認定し，Ａ市との間で各種契約を締結する際に優遇措置
を設けている（2024年12月26日現在142団体）。また，商店街が行う少子・高
齢化等の社会問題に対応した集客・売上効果のある事業に対して経費の一部
を補助する「商店街社会課題解決型補助金」を実施している。企業等が既に
取り組んでいるものとして，ライフライン企業等が参画し，「福岡見守るっ
隊」等を結成し，地域の見守り体制をとっている。また，大学等が地域とと
もに地域課題の解決や地域づくりに継続的に取り組むことも期待される。こ
れらの取り組みは今後，自治協議会による地域における新たな生活支援サー
ビス供給の創設へのかかわりや，企業や商店街等が生活支援サービス供給に
関わる契機となることが期待される。

2‐2‐3 市社会福祉協議会と生活支援サービス27

従来からの住民主体による地域福祉の担い手として社会福祉協議会（以下，

26 福岡市内に本社・事業所または営業所を有し，事業を営んでいるもの（複数事業者連
合体や商店街，個人事業者等を含む）で，福岡市内において，地域活動への社員派遣や，
地域活動への場所提供，地域における交流イベントや見守り事業等の実施，地域役員等
を担う従業員への手当等の制度を有している，地域団体と災害時の協力体制等の協定を
締結している，その他のコミュニティ活動への応援（金銭のみの協力は除く），を行っ
ているものが登録できる（福岡市ホームページ「ふくおか共創パートナー企業」（https:
//www.city.fukuoka.lg.jp/shimin/community/life/chiikinokizunaouendan.html））。
27 本節は，社会福祉協議会（各年度）『事業計画』を参照している。
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「社協」という。）があり，1990年代からＡ市社協は生活支援機能や介護予
防機能の一部を担ってきた「ふれあいネットワーク活動」や「ふれあいサロ
ン活動」を実施している28。
また，住民主体による生活支援サービスの供給の視点からみると，Ａ市社

協では，2011年度より独自事業として「あんしんサービス創造モデル事業」
に取り組み始めた。当事業は，あんしんサービスセンター（仮称）を設立し，
高齢者や障がい者，子育て家庭などが抱える公的サービスでは対応できない
生活課題の解決に向け，シニア世代を中心とした地域住民による，サービス
を提供する助け合い活動の仕組みを新たに構築しようというものであった。
これは，現在の住民主体の生活支援サービスにつながる流れとみることがで
きる。その後，2013年度から新規に生活支援サポーターモデル事業を立ち上
げ，2014年度では生活支援の取り組みの拡充を事業計画の重点項目の一つと
し，生活支援ボランティアグループの支援とプラットフォーム型生活支援
サービス提供体制の構築することをあげている。そして，2016年度より生活
支援サービス創造モデル事業（市委託事業）として，高齢者への生活支援サー
ビスを行うボランティア団体の活動継続や新たな活動の創出を図ることを目
的に取り組みを行っている。それにかかわり，地域に生活支援コーディネー
ターを配置し，地域に不足するサービスの創出や担い手の養成を進めるとし
ている。
また，地域包括ケア推進のため，2016年度より「生活支援体制整備事業」

として生活支援コーディネーター業務を一部の圏域において市から受託し，
2019年度には全区に拡大している。生活支援コーディネータ業務では，地域
福祉ソーシャルワーカーの取り組みにより得た知見を活かし，地域資源との
関係性やノウハウの共有，スキルアップ等の取り組みを図ることとしている。
また，高齢者の技能や知識，経験を活かし，人材発掘やボランティアへの

紹介等を行い，地域課題の解決等を行うことを支援するための「シニアアシ
ストふくおか事業」や，シニア世代を中心とした地域活動のボランティア養

28 福岡市社会福祉協議会ホームページ「福岡市社会福祉協議会について」（https://
fukuoka-shakyo.or.jp/about/index.html）。
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成講座を実施する「シニア地域サポーター養成事業」など地域の担い手を育
成する事業を多く展開している。
しかしながら，前述の通り「ご近所お助け隊支援事業」においては，助成

対象団体数は減少しており，新たな生活支援サービスを創出する組織・団体
や仕組みに関し，検討が求められる。
日常生活に不可欠な買い物等の支援については，企業が保有するバスを活

用し行う「買物支援バス」の運行や，移動販売を行う障がい者施設とのマッ
チングによる買い物支援，校区社協や自治会・町内会等との協働により行う
「買物困難者支援モデルの開発」を実施するとともに，宅配を行う店舗等を
一覧にした「買い物支援ガイドブック」を作成・更新するなどを行っている。
さらに2019年度より市社協に買い物支援推進員（市委託事業）を配置し，高
齢者等の買い物に苦慮している地域の支援を区社協配置の生活支援コーディ
ネーターや地域福祉ソーシャルワーカーと連携し，取り組みを行っている。
今後，生活支援サービスの供給体制の構築において期待される取り組みと

して，2020年度より「ケアリングコミュニティの研究と ICTを利活用した
実証実験」に取り組んでいる。これはコロナ禍を経て，地域共生社会を実現
するため，在宅要援護者と生活支援ボランティアグループ等を ICT機器で
つなぎ，社会的孤立・孤独のリスクを抱える人を支える総合的なワンストッ
プサービスを構築しようというものである。この取り組みが，住民主体によ
る生活支援サービス供給に際して実用的に活用されれば，需給のマッチング
の効率化が図られ，サービス展開の推進・拡充が期待される。
なお，地域の相談窓口であり，関係機関につなぐハブ機能を担う民生委員

（・児童委員）は全市に約2，400人（定数：2，550人）おり，主任児童委員は
各校区に1‐2名配置されており，社会福祉協議会事業の依頼等により地域
福祉関係事業に協力している。地域での生活支援サービス供給では，ニーズ
把握等において，民生委員との連携も求められよう。

2‐2‐4 地域共創施策等と生活支援サービス
Ａ市は，2004年度よりおおむね小学校区を単位とし，防犯・防災，環境，

福祉等地域における課題について取り組む自治組織である自治協議会制度を
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創設し，運営してきた。2014年度に発足10年目を迎え，これまでの成果と今
後の課題を明らかにするため，外部委員による「地域のまち・絆づくり検討
委員会」を設置し，同委員会の提言を受け，2016年度からの地域のまちづく
りについて自治協議会と市が協働し，企業やNPO法人，大学等，様々な主
体とともに地域の未来を共に創る「共創」の取り組みを推進する施策を打ち
出した。それに伴い2016年度から「活力あるまちづくり支援事業補助金」を
「自治協議会共創補助金」として拡充した。さらに，2017年度より取り組み
を強化するため「ふくおか共創プロジェクト」事業を新設し，Ａ市NPO・
ボランティア交流センター内に相談窓口の「共創デスク」を設置し，共創の
取り組みの実現を支援するための専任の専門スタッフ「共創コネクター」を
配置した。生活支援サービスの供給においては多様な地域の社会資源をネッ
トワーク化することが重要となるため，当事業の活用が期待されたところで
あるが，2022年度に当プロジェクトは終了となった。2022年4月に「共創に
よる地域コミュニティ活性化条例」を施行し，共創による持続可能な地域コ
ミュニティづくりを推進している。
地域福祉政策および地域共創施策以外の関連施策としては，住宅都市局交

通計画課による「生活交通支援事業」の実施がある。当該事業は，公共交通
不便地等において，地域，交通事業者，市が協力し，生活交通の整備を行う。
市は地域の取り組みの支援や費用（検討軽費や試行運行経費の補助）の一部
を補助する29。
公共交通機関が未整備もしくは廃止等により日常生活圏内の交通が確保さ

れていない地域において，なんらかの代替交通手段が保障されることは住民
同士による生活支援サービスの供給体制を構築するうえで重要な要素となる。

29 本格運行後は地域と事業者が自主的な運行を行い，市による財政支援はなされない。

エコノミクス
171



3 地域の資源・課題の把握と地域運営組織
－Ａ市Ｂ区Ｃ校区での考察―

3‐1 地理的範囲の設定と取り組み事項
住民主体による生活支援サービスの供給体制のあり方を検討するうえで，

本稿では基礎的地域福祉における地理的範囲の設定を小学校単位として検討
を行った30。先駆事例では，運営主体の違いからサービス供給における地理
的範囲が特定の地域等から一基礎自治体区域までと大きくことなるが，本稿
では各地域における横展開を想定し，以下の理由をあげる31。①従来より小
学校区を基本単位として日本の各種行政圏域が設定されてきたこと，②地域
課題の把握と課題解決への検討を行うため2014年改正介護保険法において設
置が位置づけられた「地域ケア会議」のうち，Ａ市における実務レベル（地
域課題の発見，地域課題の解決のための具体的な取り組みの検討・実施，地
域団体とのネットワーク構築 等を行う）の階層が小学校区レベル（高齢者
地域支援会議）で行われていること，③Ａ市の地域互助の主体となる住民団
体である自治会協議会が小学校区範域であること，④先駆的に住民主体の地
域福祉活動を推進している社協における小地域福祉活動を行う校区社協の範
域であること，⑤公民館の設置が一小学校区域毎であること，である。
生活支援サービス供給システムの構築に際し，地域で取り組みを実施する

にあたり必要な事項として，次の4つがあげられる。（1）関係者間における
規範的統合とネットワーク化，（2）課題の見える化，（3）地域資源の見える
化，（4）中間支援組織（地域運営組織）の創設，である。
（1）関係者間における規範的統合とネットワーク化：地域における生活支
援サービス体制の構築において中核となる施策は，介護保険制度の下，全国
すべての地域において整備される地域包括ケアシステムと考えられる。地域
包括ケアシステムは地域で分散する資源を統合する機能を持つ仕組みである
が，分散するものを統合するためのレベルには，組織の統合，様式の統合，

30 福祉サービス供給にかかる福祉行政圏域については，高齢者の生活圏域に関する先行
研究等多数ある（西野・大森（2014）等）。
31 萱沼・益村（2018）。
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仕組みの統合，等がある。そのうち，関係者の「認識」や「考え」を統一す
る規範的統合が取り組みを進める際，理念や目的等にかかわるため重要とな
る。また，有限である地域の資源を有効に活用するためには，産学官民の各
関係者が有するヒト・モノ・カネ・時間・情報といった資源を共有・連携・
協働する場（協議体・関係者会議等）を設けることが求められる。
（2）課題の見える化：生活支援サービスの供給に際して，地域にある（潜
在的・）ニーズ（需要）を明らかにする必要がある。そのためには，自治協
議会，民生委員・児童委員，地域包括支援センター（ケアマネージャー），
校区社協（CSW等），公民館等既存の窓口機能が有する情報を集約する必要
がある。それに加え，住民に対するアンケート調査等を実施し32，既存の窓
口機能では把握されていない現状および将来的なニーズを掘り起こし把握す
る必要がある。
（3）地域資源の見える化：生活支援サービスの供給にかかる地域資源の現
状把握を行う必要がある。自治協議会，民生委員・児童委員，地域包括支援
センター，校区社協（CSW等），公民館等の既存システムが有する情報の集
約を行う必要がある。これらの情報の集約にあたっては，地域の基礎情報か
ら既存のサービス供給を行う事業等を一覧として整理し，関係者間ネット
ワークで共有可能なアセスメント・シートの作成が有効であると考える33。
また，ニーズ調査同様に，（潜在的・）担い手の供給量の把握，実際に担い
手となるための条件（障壁の分析）等を明らかにするためにもシーズ調査の
実施も有効である。シーズ（提案・サービス）を明らかにすることで，関係
者間ネットワークでの共有を図ることができる。また，地域資源の見える化
を実施することで，新たな地域課題発見（気づき・掘り起こし）にもつなが
ると考えられる。

32 大分県竹田市住民主体の支え合い「暮らしのサポートセンター」では，生活課題実態
調査として75歳以上を対象に，セミナー受講者による個別訪問による聞き取り調査を行
うことできめ細やかなニーズの把握を実施している（萱沼・益村（2018））。
33 厚生労働省ホームページ「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）に係る
中央研修テキスト」（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000084710.
html）。
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（4）中間支援組織（地域運営組織）の創設：課題の見える化で示されたニー
ズと地域資源の見える化で明らかとなったシーズをつなげる仕組みとして，
関係者間ネットワークを活用し，地域に在所する多様な資源を効率的にマッ
チングするためのコーディネート機能を持つ中間支援組織（以下，「地域運
営組織」という。）の創設が求められる34。地域運営組織は地域内の生活支援
サービス供給にかかる実務レベル（地域課題の発見，地域課題の解決のため
の具体的な取り組みの検討・実施，地域団体とのネットワーク構築，供給に
かかるコーディネート，窓口機能，担い手養成等）の業務を中心的に行う。

3‐2 Ｃ校区の概要および基礎情報
Ｃ校区は，Ａ市Ｂ区に所在する一校区である。Ｃ校区があるＢ区は，市の

東部に位置し，北・東・南側は他地域に隣接し，西側が博多湾および玄界灘
の海に接している。区域を南北に二分する多々良川の河口付近には，高速道
路，国道，バイパス，JRおよび私鉄が結集する等交通網を形成しており，
大規模流通施設が集積している。7区のうち3番目に広い20．2％の面積を持
ち，最多の世帯数（19．2％）および人口（20．4％）を擁する区である35。
Ａ市には146小学校区（70中学校区）があり，うちＢ区には市内で最多の

31小学校区（16中学校区）がある36。Ｂ区内の小学校区における人口構造で
みても総人口（最多人口数の校区は2万0，069人，最小人口数の校区は182人）
や，高齢化率（最も高い高齢化率の校区57．5％，最も低い高齢化率の校区
4．2％）37等が大きく異なり，地域の立地による環境や産業等においても校区
毎の活用できる地域資源に大きな違いがある。
Ｃ校区は1800年以上の歴史をもつ神社を擁する古い歴史を持つ一方，戦後

に東の副都心として発展するなかで1970年代後半より大規模住宅地の開発が
進み人口が増加し，1978年にＤ校区より分離して誕生した校区である。緑豊
かで閑静な住宅地であるが，標高90mの山のあった場所が住宅地として開

34 地域運営組織の機能・役割等については（萱沼・益村（2018））を参照されたい。
35 面積は総務省（2020），世帯数及び人口は福岡市（2024d）。
36 福岡市（2024e）。
37 福岡市（2024c）。
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発されたため坂道が多く，住宅地の一部は高台に位置する。交通アクセス状
況をみると，道路は国道，既存のバイパス，新たなバイパスも建設され，都
市高速が通る。鉄道は JR2線，私鉄1線があり，交通網の通過点として重
要な位置を占める。JRの1駅が校区内にあり，他各駅が隣接校区にある。
校区内に市バスの路線も運行されているが高台の地域においては一路線のみ
となっている。生活環境は神社の参道口に商店会（30店舗），郵便局1か所，
コンビニエンスストア2か所，スーパーは隣接校区に4か所あるが，坂上の
住宅地には商店はない（図表2）。経済環境は，事業所総数215事業所（従業
者総数1，825人）が在所し，事業所数では卸売業・小売業が52事業所（従業
者数246人）と最も多いが，従業者数では医療・福祉が715人（24事業所）と
最も多い（2021年）38。医療・福祉においては，図表2より医療機関従業者
が多いと推測される。
2024年12月末現在のＣ校区の総人口は1万3，466人，世帯数は6，355世帯と
なっており，2010年から2023年の間の人口増加率（年次）は－0．2％と，市
や区（市：0．8％，区：1．0％）で人口が増加しているのに対して微減となっ

38 総務省（2021）。

図表2 Ｃ校区の地域アセスメント基礎情報シート（施設等一覧）
■公共施設・学校等

■福祉・保健・医療機関等

注）厚生労働省ホームページ『生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）に係る中央研修テキスト』，
pp．35‐36を参照し，作成。
資料：介護サービス事業者はハートページナビ福岡版，ふれあいサロンは，Ａ市社会福祉協議会「令和6年
度東区ふれあいサロン一覧」，その他は福岡市ホームページ各所，等。
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ている。また，Ａ市およびＢ区と比べ高齢化率（26．9％）（75歳以上人口割
合13．9％）がやや高く，同区内において高齢化がやや進んでいる（図表3）39。
高齢一人暮らし世帯数はＡ市およびＢ区よりも若干少ないものの，65歳以上
の高齢夫婦のみ世帯が多いことから，今後，高齢単身世帯が増加すると推測
される（図表3）40。2020年現在の住宅状況をみると，民間賃貸住宅に居住

39 Ｂ区およびＡ市の人口構成割合は，15歳未満人口割合：区13．8％，市12．8％，15‐64
歳人口割合：区63．1％，市64．3％，65歳以上人口割合：区23．1％，市22．9％，75歳以上
人口割合：区11．5％，市：11．5％となっている（福岡市（2024d））。
40 Ｂ区およびＡ市の世帯状況は，65歳以上のいる世帯総数：区29．0％，市26．9％，65歳
以上夫婦のみ世帯：区7．6％，市6．7％，65歳以上一人暮らし世帯：区10．0％，市9．8％
となっている（総務省（2020））。

図表3 Ｃ校区の地域アセスメント基礎情報シート（基本情報）

注）厚生労働省ホームページ『生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）に係る中央研修テキスト』，
pp．35‐36を参照し，作成。
資料：第一号被保険者要支援・要介護認定者数：福岡市ホームページ「介護保険の実施状況（統計）（https:
//www.city.fukuoka.lg.jp/），消防団数：福岡市ホームページ「「消防団の組織」，老人クラブ数：福岡市老人
クラブ連合会（2024），シルバー人材センター加入者数：福岡市（2024a），一般世帯平均人員数：総務省（2020），
介護支援ボランティア登録者数と実活動者数：福岡市（2024a），その他の数値は福岡市（2024d）により作成。
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する者が政令指定都市のなかでも最も高いＡ市において，Ｃ校区は一戸建所
有（54．5％）が市や区の約2倍の多さであり，持ち家率（61．6％）も高い41。
また，転入転出が多い市の人口動向と異なり，5年以上現住所に居住する世
帯の割合が高く，定住者が多い地域である42。なお，Ｂ区の空き家率（2023
年）は10．1％（市8．4％，県12．4％）となっているが，今後高齢化の進展に
より増加すると推測される43。地域活動は自治協議会を中核に実施されてお
り，地域防災活動もＣ校区自治協議会（Ｃ校区自警団）が担っている。地域
内の主な生活支援にかかる公的相談機関には，自治協議会，民生委員・児童
委員，公民館，地域包括支援センター）（管轄：同校区と隣接する1校区の
2校区）がある。
なお，図表2および図表3について，75歳以上単身世帯および75歳以上高

齢夫婦世帯（高齢の要見守り世帯の推計値として活用）や，見守りネットワー
ク登録者数，避難行動要支援者数，外国籍者数，空き家・空き店舗等データ
を追加するのが望ましいが，本稿においてはデータ取得上の制約により未掲
載となっている。また，子どもや障がい者等にかかる関係資源を追加するこ
とで，全世代対応型の基礎情報シートとなり活用の範囲を広めることができ
る。

3‐3 3地域の資源・課題の把握と開発を要するサービス
前節から，当該校区における地域課題にかかる特徴として，一部の住宅地

域が高台にあり公共交通機関も不十分であること，持ち家率が高く定住者が
多いことから高齢者住民が今後も増加すると予測されること，地域内にコン
ビニエンスストアを含めた食料品等の日常の買物できる店舗が少ないこと，
今後，高齢単身者世帯が増加すると推測されること，があげられる。これら
の特徴から，現状および今後，次のような地域課題が生じていると考えられ
る。地域内の移動困難者や買い物難民の発生・増加，社会的孤立する世帯（主

41 福岡市（2024c）。
42 5年以上現住所に居住する世帯の割合は，福岡市55．9％，東区58．4％，香椎東校区
69．2％（福岡市（2024c））。
43 総務省（2023b）。
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に高齢単身世帯）の発生・増加とそれに伴う孤立死（孤独死），犯罪，消費
トラブル等の発生・増加，加齢に伴う心身機能の低下等による家事行為等の
困難さの発生・増加，空き家や管理の行き届かない住宅（ゴミ屋敷化等）の
発生・増加，自治組織等の担い手不足，といった地域課題があると考えられ
る。

図表4 Ｃ校区の生活支援サービスにかかる地域資源把握シート（資源一覧）

注1）厚生労働省ホームページ『生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）に係る中央研修テキス
ト』，p．37を参照し，作成。
注2）表中の市場分野における表記は当該校区においてサービス利用可能なものを示す。
資料：介護保険サービスおよび市福祉サービス：福岡市ホームページ「生活支援型訪問サービス事業所（2025
年1月1日現在）」「生活支援型通所サービス事業所（2025年1月1日現在）」，社会福祉協議会およびNPO
法人等機能的組織：福岡市社会福祉協議会ホームページ，シルバー人材センター：福岡市シルバー人材セン
ターホームページ，市場サービス：福岡市保険外サービス情報提供サイト「ケアインフォ」，福岡市・福岡
市社会福祉協議会（2024）等より作成。
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これらの地域課題に対し，地域資源の現状を図表4からみると，非日常的
な家事や軽易な行為による家事，外出・移動，会食もしくは配食による食事
といった分野において，社会福祉協議会やNPO法人等機能的組織，地縁団
体等によるサービスがないことが分かる。Ａ市では，自治体独自事業による
会食もしくは配食にかかるサービス供給を行っておらず，社協による年数回
の会食会のみとなっている44。また，当該分野においてシルバー人材センター
によるサービスがなされているが，サービスが提供されるためには当該校区
および周辺地域にサービス提供可能な会員が居住していることが必要となる。
しかしながら，Ａ市における会員加入者数は6，700人程度（60歳以上人口入
会率1．5％）であることから必ずしも必要な時にサービスを受けることがで
きるとは言えない状況がある45。また，地域を基盤とするおおむね60歳以上
を会員とする高齢者の自主組織である老人クラブは従来から高齢者の地域の
交流や社会参加活動の場であり，一人暮らし高齢者などの見守りを行う友愛
活動等を通じて地域福祉の担い手の一役を果たしているが，近年会員数は全
国的に減少しており，同区でも2019年から2024年の5年間で加入率（会員数
／60歳以上人口）は7．5％から5．5％となり，会員数は1，372人減少している。
なお，Ａ市では図表4記載の地域資源に加え，「事業所ネットワーク」と

いう医療機関・介護保険事業所・企業等が協力・連携し，地域の健康づくり
や介護，地域福祉を推進・サポートする自主的ネットワークがある。Ｂ区で
は，市と市医師会が在宅医療推進の中心となる病院として設定したブロック
支援病院（Ｃ校区は5医療機関で構成）と協力し，地域と事業所ネットワー
クとの連携を推進しており，生活支援サービスの供給に際しても情報の共有
等において連携が期待される。
前述の施策や社会福祉協議会の生活支援ボランティアグループ事業による

NPOや地縁団体が行う生活支援サービスの供給や商店街社会課題解決型補
助金を活用した買い物支援，買物支援バスの運行，生活交通支援事業による
移動支援がなされているものの，当該校区においては実施されておらず，サー

44 福岡市において，配食サービスは2017年度から民間事業者の参入が進んだことにより，
一部の地域を除いて廃止された。
45 福岡市（2024a）。
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ビスの空白地帯となっている。このようなサービス空白地帯を少なくするた
めには，NPOや地縁団体等によるサービス供給主体の創出や地域運営組織
による直接的なサービス供給の実施を行う必要がある。また，買い物難民に
対する対応として，公民館や集会所を中心点とし，直線距離500m範囲でみ
ると46，校区の大部分をカバーすることができることから，定期的に各集会
所で食料品や日用品を購入できるような取り組みを実施することも考えられ
る47。当該校区では県内地域の復興支援という形で物品販売を実施した実績
があることから検討の余地があろう。

3‐4 地域運営組織創設にかかる検討
Ａ市における住民主体の生活支援サービス供給システムを構築する際には，

小学校区単位で整備されている自治協議会を中核とした協議会等を活用し，
住民による参加・協議・問題解決的実行を行う地域運営組織を創設すること
が有用であると考える。地域運営組織を担う運用主体には自治協議会（協議
会等）のほか，社福法人やシルバー人材センター，NPO（SB/CB）等が考
えられるが，地域運営組織の運営を担えるようなこれらの組織が各地域に在
所するかは地域の実情により大きく異なる。また，住民により組織された団
体であることから，既存のネットワークや情報など伝達ツールを利用し，効
率的にニーズおよびシーズを把握することができ，事業に反映することが可
能と考えられる。また，高齢者をはじめとする近隣住民が，自身の隙間時間
を活用し，軽易な行為や見守り等の生活支援サービスとして提供することを
考えると，徒歩圏内でサービス提供ができる環境が整っていることが望まし
い。高齢者の徒歩圏は一般的に半径500mとされていること等から48，町単
位で具体的なサービス供給について検討するのがよいと考えられる。
基礎自治体が地域運営組織と連携することで，関係者間でのネットワーク

46 食料品アクセス困難人口（いわゆる買い物難民）とは，店舗まで直線距離で500m以
上，かつ，65歳以上で自動車を利用できない人をいう（農林水産省）。
47 公民館における販売行為は，社会教育法第5章第23条において営利活動の禁止が述べ
られている原則禁止である。
48 国土交通省都市局都市計画課（2014），総務省行政評価局（2017）等。
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の構築や連携において利便性や信頼性を示すことができる。また，住民に対
してもシステムへの信頼感や安心感につながると考えられる。
安定的・常設的なサービス提供を実施するため，公民館や地域所有施設，

その他公共施設等を活動拠点とし，窓口機能を設置する。窓口機能やマッチ
ング機能を担う人材として，生活支援コーディネーター等の福祉専門職もし
くは福祉専門職と連携できる者を専任として配置することが望ましい。生活
支援サービスを要する住民には福祉的なニーズをすでに抱えている，もしく
は近しい将来に福祉的ニーズが生じる者が少なくないと思われる。そのため，
行政や福祉分野の関係者と容易に連携の図れる人材を配置することが効率
的・効果的な運用において求められる。
地域運営組織の運用に際しては，多様な地域資源の活用やニーズとシーズ

のマッチングが重要となる。効率的な運用を実施するためにも ICTやAI の
必要性が高いことから，総務省が行う「IoTサービス創出支援事業」の活用
や，Ａ市が推進する地域包括ケア情報プラットフォームの早急な構築，前述
の社会福祉協議会が行っている ICTを利活用した実証実験の実装化等が求
められる。
そして，持続可能な組織運営を行うためには資金環境の整備や寄付・賛助

図表5 地域運営組織と生活支援サービス供給体制のイメージ図
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会費・クラウドファンディング等の活用による独自財源の確保し，財政基盤
を強化するための工夫を行う必要がある。

4 おわりに

国施策の住民主体の生活支援サービス施策は，「我が事・丸ごと」施策を
上位施策とし，介護保険施策などで実施されている。Ａ市においても各福祉
施策および地域共創施策において地域での多世代交流・共働ネットワークづ
くりをあげ，多世代の人々が地域課題に取り組む地域づくりを目指している。
また，既存の生活支援サービスとして，行政による事業をはじめ，社会福祉
協議会による事業や企業，商店，社会福祉法人，機能的組織，住民互助など
により多様な生活支援サービスの提供がなされている。
Ａ市の特徴として，身近な生活圏である小学校区に自治協議会と公民館と

いう地域資源を有していること等から，生活支援サービスを供給する地域運
営組織の活動範囲として小学校区が適正であると考えられる。Ａ市内の地域
の現状をみると，小学校区単位でみても地域の人口構造や住環境は大きく異
なり，既存の住民互助の生活支援サービスを行う団体等の有無によりサービ
スの空白地帯がみられるなど地域資源の格差が生じている。そこで，地域全
域に隙間なく生活支援サービスを供給するためには，校区単位の実情に合わ
せた関係者間での規範的統合と供給体制の整備が課題と考えられる。
住民主体の生活支援サービス供給システムを構築する際には，小学校区単

位に自治協議会などによる住民による参加・協議・問題解決的実行を行う地
域運営組織を創設し，町単位での体制づくりを検討し，地域の状況に応じて
基礎自治体および関係機関等と連携しサービスを供給することが望ましい。
また，安定的・常設的なサービス提供を実施するため，公民館などを活動拠
点とし，生活支援コーディネーターなど福祉専門職と連携する専任の人員を
配置することが望ましいと考える。そして，持続可能な活動とするため資金
環境の整備や独自財源の確保等，財政基盤を強化するための工夫を行う必要
がある。
本稿では，地方都市の政令指定都市における供給体制について考察を行っ
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たため，地方創生施策で進められている中山間地域における地域運営組織の
あり方と全世代・全対象型地域包括支援体制の構築に基づく，住民主体の生
活支援サービスの供給システムの関係性について分析を行えていない。また，
既存の地域自治組織を活用した地域運営組織の可能性について十分な考察を
行えていない。これらの点に関しては，今後の研究課題として取り組みたい。

［付記］ 本研究は，JSPS 科学研究費補助金20K13791の助成を受けたもので
ある。
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